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富士通テン株式会社の株式の追加取得（子会社化）に関するお知らせ 
 
 

当社は、平成 29 年 4 月 28 日開催の取締役会において、富士通株式会社（代表取締役社長 田中達也、

以下「富士通」）より、富士通の連結子会社である富士通テン株式会社（以下「富士通テン」）の株式の一

部を譲り受け、当社の連結子会社とすることについて決議いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、株式の取得につきましては、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続きおよび対応を終えるこ

と等の条件が充足された場合、速やかに実施いたします。 

 

記 
 
１．株式の追加取得（子会社化）の理由 

富士通テンは 1972 年に富士通のラジオ部門が分離・独立して設立され、1973 年にトヨタ自動車株式会

社（以下「トヨタ」）、当社が資本参加して以来、オーディオ、マルチメディアをはじめとしたカーエレ

クトロニクスメーカーとしてお客様に様々な製品、サービスを提供してきました。近年は、「単体製品の

サプライヤー」から「つながる車載情報機器・サービスを提供・提案するシステムメーカー」への変革を

目指し、富士通グループ各社との連携を加速させながら、新たな価値を創り出す Vehicle-ICT 事業を強化

してきました。 

一方、自動車分野では、目覚ましい技術革新の中、人と車のインターフェースをどのようにつないでい

くかがますます重要となってきています。 こうした中、総合自動車部品メーカーである当社が富士通テ

ンをグループ会社とすることで、両社の持つ車載ＥＣＵやミリ波レーダー、高度運転支援・自動運転技術

および電子基盤技術の開発などにおける一層の協力関係強化を図り、一体となって企業価値向上を実現す

ることを目的としております。 

 

２．異動する子会社（富士通テン株式会社）の概要 

（１） 名 称 富士通テン株式会社 

（２） 所 在 地 兵庫県神戸市兵庫区御所通 1丁目 2番 28 号 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 重松 崇 

代表取締役社長 山中 明 

（４） 事 業 内 容 
インフォテインメント機器およびオートモーティブエレクトロニクス

機器の開発・製造および販売 

（５） 資 本 金 5,300 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 47 年 10 月 25 日 

（７） 大株主及び持株比率 

富士通株式会社 

トヨタ自動車株式会社 

株式会社デンソー 

55.00%

35.00%

10.00%



（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係
当社は当該会社の発行済株式総数の 10.00%を保有して

おります。 

人 的 関 係
当社及び当社の関係会社と当該会社及び関係会社との

間には、記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係

当社及び当社の関係会社と当該会社及び関係会社との

間には、商品・部品の販売及び仕入取引があります。

その他の特筆すべき取引関係はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 27 年 3月期 平成 28 年 3月期 平成 29 年 3月期 

 連 結 純 資 産 42,510 百万円 35,610 百万円 38,336 百万円

 連 結 総 資 産 170,900 百万円 164,418 百万円 173,629 百万円

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 9,241.30 円 7,741.30 円 8,333.91 円

 連 結 売 上 高 329,787 百万円 363,287 百万円 383,617 百万円

 連 結 営 業 利 益 2,812 百万円 5,493 百万円 13,483 百万円

 連 結 経 常 利 益 2,765 百万円 4,026 百万円 13,062 百万円

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
△3,024 百万円 △1,224 百万円 4,650 百万円

 １株当たり連結当期純利益 △657.39 円 △266.09 円 1,010.87 円

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 富士通株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目 1番 1号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田中 達也 

（４） 事 業 内 容 
ソフトウェア、情報処理分野及び通信分野の製品の開発、製造及び販

売並びにサービスの提供 

（５） 資 本 金 324,625 百万円（平成 28 年 9 月 30 日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 10 年 6月 20 日 

（７） 純 資 産 856,409 百万円 

（８） 総 資 産 3,003,658 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 

富士電機株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

富士通株式会社従業員持株会 

株式会社みずほ銀行 

朝日生命保険相互会社 

THE BANK OF NEW YORK MELLOW SA/NV 10（常任代理人 株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505225（常任代理人 

株式会社みずほ銀行決済営業部） 

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY（常任代理人 シティバンク銀

行株式会社証券業務部） 

STATE STREET BANK WEST CLIENT –  TREATY 505234（常任代

理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 

11.03%

4.52%

3.76%

2.81%

1.79%

1.70%

1.59%

1.55%

1.43%

1.30%

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係
当社及び当社の関係会社と当該会社及び関係会社との

間には、記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係
当社及び当社の関係会社と当該会社及び関係会社との

間には、記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、ソフトウェア購入取引が

あります。 

その他の特筆すべき取引関係はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。ま

た、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当

事者には該当しません。 



 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

460,000 株 

（議決権の数：460,000 個） 

（議決権所有割合：10.00％） 

（２） 取 得 株 式 数 
1,886,000 株 

（議決権の数：1,886,000 個） 

（３） 取 得 価 額 

富士通テン株式会社の普通株式  16,511 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）   360 百万円 

合計（概算額）          16,871 百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

2,346,000 株 

（議決権の数：2,346,000 個） 

（議決権所有割合：51.00％） 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 29 年 4月 28 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 29 年 4月 28 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 29 年 10 月 2 日予定（競争規制当局の認可状況等によります） 

 

６．今後の見通し 

本株式取得が、当社の平成 30 年 3 月期における連結業績に与える影響につきましては精査中であり、今

後、業績予想修正の必要性および公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成 29年 4 月 28 日公表分）及び前期連結実績 

 
連結売上収益 連結営業利益 連結税引前利益 

親会社の所有者に

帰属する当期利益

当期連結業績予想 

（平成 30年 3 月期） 
4,610,000 百万円 327,000 百万円 360,000 百万円 260,000 百万円

前期連結実績 

（平成 29年 3 月期） 
4,527,148 百万円 330,551 百万円 360,858 百万円 257,619 百万円

 

 

 

 

 

 


